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■ 会社の新株予約権等に関する事項
① 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況
該当事項はありません。

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。
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■ 業務の適正を確保するための体制およびその運用状況の概要
（1）業務の適正を確保するための体制

当社は、取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他当社の業務なら
びに当社およびその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要な体制を次のとおり整備し、
適法で効率的な企業体制の構築を図っております。

① 当社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
ア．当社は、独立役員である社外取締役および社外監査役を選任し、取締役会の経営・監督機能、監査役
の監査機能の強化を図る。

イ．当社は、「企業行動憲章」、「平和不動産グループ行動規範」および「コンプライアンス規程」を定め、
それらの周知徹底を図ること等により、取締役、執行役員および職員に対して、法令・定款の遵守を
徹底することはもとより、公正で高い倫理観を有することを求め、広く社会から信頼される経営体制
を確保することに努める。

ウ．当社は、「内部通報規程」および「外部通報規程」等に基づき、コンプライアンス上の問題等が発生し
た場合の取引先等を含む社内外からの通報・相談手段としてコンプライアンス・ホットライン等を設
け、その早期発見と適切な対応を行う。

エ．当社は、市民社会の秩序や安全を脅かす反社会的勢力には、毅然とした態度で対応する。

② 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
当社は、取締役会をはじめとする重要な会議の意思決定記録やりん議書等、取締役の職務の執行に係る
情報を適正に記録し、法令および「文書保存・廃棄規程」等に基づき、適切に保存・管理する。
取締役および監査役は、常時これらを閲覧することができる。

③ 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ア．当社は、リスク管理の実行を経営に係る重要課題であるとの認識の下、「リスク管理規程」を定めると

ともに、当該規程において「リスク管理委員会」を設置し、対象となるリスクおよび管理の所在等を
明確にすることにより、リスク管理の実効性を確保するよう努める。

イ．「リスク管理委員会」は、所管する事項について、必要に応じて取締役会および監査役会へ報告する。
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④ 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ア．当社は、執行役員制度を導入し、経営と業務執行に関する機能と責任を分離し、意思決定の迅速化と
経営の効率化を図る。

イ．当社は、担当役員制ならびに「取締役会規則」「執行役員会規則」「事務分掌規程」等社内諸規則に定
められた職務権限および意思決定方法により、取締役の職務執行が効率的に遂行されるように努める。

ウ．年度事業計画等の策定により、全社的な目標を設定し、職務執行を効率的に推進する。

⑤ 当社およびその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
ア．当社は、当社およびその子会社（併せて「当社グループ」と総称する。）を対象とする「関係会社管理
規程」を定め、管理の所在等の明確化を図ることにより、当社グループとしての業務の適正性を確保
するよう努める。

イ．当社は、当社グループに係る戦略の立案、子会社に係る指導およびモニタリングその他の経営管理、
財務運営および連結決算に係る管理、財務報告に係る内部統制の整備および運用ならびに有効性評価
に係る管理、業務運営に係る管理等を統括する。

ウ．当社は、当社が定める「企業行動憲章」、「平和不動産グループ行動規範」および「コンプライアンス
規程」を当社グループに対しても適用し、それらの周知徹底を図ること等により、当社グループの役
職員に対して、法令・定款の遵守を徹底することはもとより、公正で高い倫理観を有することを求め、
広く社会から信頼される経営体制を確保することに努める。

エ．当社は、リスク管理の実行を経営に係る重要課題であるとの認識の下、当社が定める「リスク管理規
程」に基づき、当社グループにおいて対象となるリスクおよび管理の所在等を明確にすることにより、
リスク管理の実効性を確保するよう努める。

オ．当社は、「関係会社管理規程」等に基づき、子会社に関する重要事項については、原則として事前に報
告することを義務付ける。

カ．当社は、主要な子会社に取締役、監査役を派遣し、取締役は当該子会社の取締役の職務執行を監督し、
監査役は当該子会社の業務執行状況を監査する。

キ．当社は、グループ連結経営に関する事項について報告または協議を行うことを目的として、関係会社
経営会議や関係会社事務連絡会を設け、事業の方針および経営情報等を共有化するとともに、子会社
に関する重要事項については、取締役会に報告する。

ク．当社は、財務報告の信頼性を確保するために「財務報告に係る内部統制の整備および運用の基本方針」
を定め、その実現に向けて「財務報告に係る内部統制連絡会」を設置し、当社グループを横断する協
力体制を整えるよう努める。
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⑥ 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項、
当該使用人の当社の取締役からの独立性に関する事項および当社の監査役の当該使用人に対する指示の
実効性の確保に関する事項

ア．当社は、監査役室を設置し、監査役が行う監査に関する事項および当該職務を補助する使用人を配置
する。

イ．当該使用人は、監査役の職務を補助するに際しては、監査役の指揮命令に従うこととし、取締役の指
揮命令を受けないものとする。

ウ．当該使用人の任命および異動は監査役の同意を必要とし、また、その評定については監査役の意見を
十分に尊重する。

⑦ 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用等の処理に係る方針に関する事項
当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づく費用の前払等の請求
をしたときは、当該請求に係る費用または債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合
を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。

⑧ 当社の監査役への報告に関する体制、当該報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱
いを受けないことを確保するための体制その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保する
ための体制

ア．監査役は、取締役会や執行役員会等の会議に出席し、意見を述べるとともに、その議事録やりん議書
等の写しを受領し、それに対する報告等を求める。また、監査役は、定期的に代表取締役、内部監査
部門および会計監査人と協議の場を持つ。

イ．取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは、直ちに監査役会に報告を
行う。

ウ．当社は、関係会社経営会議または関係会社事務連絡会において報告された子会社に関する内容、子会
社に対する内部監査の結果およびコンプライアンス・ホットライン等による通報内容の重要事項を、
監査役に報告する。

エ．当社は、監査役へ報告を行った当社グループの役職員に対し、当該報告をしたことを理由として不利
な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループの役職員に周知徹底する。
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（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況
業務の適正を確保するための体制の運用状況は、次のとおりであります。

① コンプライアンス体制に関する取組み
「平和不動産グループ行動規範」を制定し、役職員に対して法令遵守の徹底を図るとともに、コンプライ
アンスに関する研修等を定期的に実施しております。
コンプライアンス・情報セキュリティ等の全社一斉点検を実施し、その結果を社内周知することにより、

コンプライアンス意識の浸透を図っております。
内部通報制度を当社グループ全体に適用し、子会社の役職員も利用可能なホットラインとして運用して

いることに加え、制度および利用方法の周知徹底を図っております。
また、外部通報制度を導入し取引先等からの通報窓口を社内外に設けているほか、不正行為に限らず業

務上の悩み等を幅広く相談できる社内相談窓口を設置し、コンプライアンス上の問題の早期発見に努めて
おります。

② リスク管理体制に関する取組み
グループ内部統制の一環として「リスク管理規程」を子会社にも適用し、当社グループとしての危機管
理に必要な体制を確立しております。また、代表取締役社長を委員長としたリスク管理委員会（当事業年
度は４回開催）を開催し、「リスク管理規程」に基づき当社グループ内の顕在化したリスクの把握、それに
対する再発防止策等の審議を行っております。
物件の取得・売却に関しては、取締役会における審議に先立ち「投資リスク等検討ワーキング」を開催
し、取得・売却のリスク分析等のほか、業務プロセスの適切性の確認等を行い、その結果を執行役員会に
報告しております。
「事業継続計画（BCP）」およびこれに基づく対応マニュアルを作成し、定期的に点検することにより、
緊急時における企業危機のリスク軽減に努めております。

③ 効率的業務執行体制に関する取組み
執行役員制度を導入し、執行役員会は業務執行の機動的な意思決定を行っております。
取締役会の重要な審議案件の「年度事業計画」の策定に際しては、各部署において十分に検討のうえ、

関係会社経営会議、執行役員会において経営計画における課題および対応について協議・論点整理を行っ
たうえで取締役会に付議することにより、職務執行を効率的に推進しております。
取締役会の諮問機関として任意の指名委員会ならびに報酬委員会を設置しており、それぞれの委員長お

よび委員の過半数を社外取締役とすることにより、役員人事ならびに取締役および執行役員の役員報酬等
の客観性・透明性を確保しております。
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取締役会の実効性評価のため、取締役および監査役全員を対象として自己評価アンケートを実施し、そ
の評価結果をもとに、改善のための議論を行い、取締役会の実効性向上を図っております。
代表取締役社長と社外取締役とのミーティングおよび社外取締役と監査役とのミーティングを実施し、

取締役会における議論の活性化を図っております。

④ 企業集団体制に関する取組み
「関係会社管理規程」に子会社の業務運営に係る管理統括の所管部署を定め、当社グループ間の事業連携
の強化を図っております。
また、子会社とは定期的に「関係会社経営会議」を開催し、子会社の事業計画の進捗を確認・協議する

とともに、「関係会社事務連絡会」を定期的に開催し、当社グループにおける内部統制システムの運用状況
を確認しているほか、当事業年度においてはコロナ対応について当社グループ間での情報共有を図ってお
ります。
子会社に兼務役員を派遣し、当該子会社の取締役等の職務執行の監督または監査を行うことにより、子

会社の業務執行の管理を行っております。

⑤ 監査役監査体制に関する取組み
監査役は取締役会等の重要会議に出席し、審議内容については必要に応じて説明を求めているほか、代

表取締役社長、内部監査部門および会計監査人とグループ統制の状況等について定期的に意見交換を行っ
ております。
監査役を補助する使用人を１名配置し、当該使用人の取締役からの独立性を確保するため、その評定に
あたっては監査役の意見を十分に尊重し決定しております。
「内部通報規程」に基づき、当社グループの役職員が利用可能なコンプライアンス・ホットラインを運用
しており、監査役へ報告した者が、報告を理由として不利な取扱いを受けることがないよう体制を整備し
ております。
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■ 株式会社の支配に関する基本方針
当社は、2018年６月26日開催の第98回定時株主総会において、「当社株式の大量買付行為に関する対応策

（買収防衛策）」（以下、「本プラン」といいます。）を継続して採用することについてご承認いただいており、
その概要は、次のとおりです。

① 当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社グループの財務および事業の内容や、

当社の企業価値の源泉を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を継続して向上していく
者でなければならないと考えます。
また、当社は、当社株式の大量買付行為であっても、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資する

ものであれば、これを否定するものではなく、当社の支配権の移転を伴うような株式の大量買付提案に応
じるか否かの判断は、最終的には当社株主の皆様の意思に基づき行われるべきものと考えております。
しかし、株式の大量買付行為の中には、その対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益を明白に侵害
するもの、対象会社の株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主
が買付行為の内容等を検討し、または取締役会が代替案を提案するための時間や情報を十分に提供しない
ものなど、対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれがあるものもあります。
したがいまして、当社は、このような当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さない当社株式の大

量買付行為を行う者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このよう
な者による大量買付行為に対しては、必要かつ相当な手段を採ることにより、当社の企業価値ひいては株
主共同の利益を確保する必要があると考えます。

② 基本方針の実現に資する特別な取り組みの概要
１．企業価値向上のための取り組み
当社は、ビル賃貸事業の拡大という課題に対するアクションプランとして、「中長期経営計画 over
the “NEXT DECADE”」を2014年４月に策定し、これからの10年、「街づくりに貢献する会社」とい
う次なるステージを目指すこととしました。
2014年度から2016年度を計画期間とした中長期経営計画フェーズⅠにおいては、重点戦略として、

「日本橋兜町再活性化プロジェクト」、「ビル賃貸事業のブラッシュアップ」、「リートAM事業等フィービ
ジネスの拡大」および「体制の強化と財務規律の維持」を掲げてまいりました。
このような取り組みの結果、中長期経営計画フェーズⅠにおける連結営業利益、連結経常利益、D/E
レシオの各計数目標をすべて達成いたしました。
2017年度から2019年度を計画期間とした中長期経営計画フェーズⅡにおいては、日本橋兜町・茅場
町再開発が本格的に始動する新たなステージとなります。中長期経営計画の最終ステージに向けて、再
開発プロジェクトの着実な推進、ビル賃貸事業のブラッシュアップなどにより、持続的な企業価値向上
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を目指して、事業成長基盤を構築する３年間と位置付けており、以下の重点戦略に取り組んでまいりま
す。
（１）日本橋兜町・茅場町再活性化プロジェクト
（２）ビル賃貸事業のブラッシュアップ
（３）不動産ソリューションビジネスの拡大・多角化
（４）事業戦略遂行の体制強化、安定的な株主還元の実施

２．コーポレート・ガバナンス体制の整備のための取り組み
当社は、コーポレート・ガバナンスの充実を経営の重要な課題と位置づけ、株主をはじめとするステ
ークホルダーの皆様の信頼に応えるとともに、公正で効率的な企業経営を行うため、当社グループ全体
としてコーポレート・ガバナンスの強化に取り組んでおります。

③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止す
るための取り組みの概要

１．本プランの目的
本プランは、上記①に記載した基本方針に沿って、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を継続的

かつ持続的に確保し、向上させることを目的としております。
当社取締役会は、（１）当社株主の皆様が買収の是非を適切に判断するための時間・情報を確保するこ
と、（２）当社株主の皆様のために大量買付者と交渉を行う機会を確保すること、（３）当社の企業価値
ひいては株主共同の利益を毀損する大量買付行為を抑止すること、以上を可能とする枠組みが必要不可
欠であると判断しました。そこで、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方
針の決定が支配されることを防止するための取り組みの一環として、本プランの継続を決定いたしまし
た。

２．本プランの概要
本プランは、一定規模以上の当社株式の買付けを行おうとする大量買付者に対し、買付プロセスに従
うことを求めております。
当社は、（１）大量買付者が買付プロセスを遵守しないと判断した場合、または（２）いわゆる東京高
裁四類型および強圧的二段階買収に該当する場合には、対抗措置を発動することがあります。
なお、当社取締役会は、この判断に際して、当社の業務執行を行う経営陣から独立している当社社外
取締役、当社社外監査役または社外有識者から構成される委員会（以下「独立委員会」といいます。）の
勧告を最大限尊重いたします。
また、当社取締役会は、独立委員会の勧告により対抗措置の発動の可否につき株主の皆様のご意思を
確認することがあります。
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上記の本プランにおける対抗措置は、新株予約権の無償割当としております。

④ 上記の各取り組みに対する当社取締役会の判断およびその判断に係る理由
１．基本方針の実現に資する取り組みについて
上記②および③に記載した各取り組みは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続
的に向上させるための具体的方策として策定されたものであり、基本方針の実現に資するものです。
従って、これらの各取り組みは、基本方針に沿い、当社の株主共同の利益に合致するものであり、当
社取締役の地位の維持を目的とするものではありません。

２．本プランの合理性
（１）本プランが基本方針に沿うものであること

本プランは、当社株式に対する大量買付けが行われる場合に、大量買付者に対して事前に当該買付
行為に関する情報提供を求め、これにより買付けに応じるべきか否かを当社株主の皆様が判断し、あ
るいは当社取締役会が代替案を提案するために必要な情報や時間を確保すること、当社株主の皆様の
ために大量買付者と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の
利益を確保するための枠組みであり、基本方針に沿うものです。

（２）当該取り組みが株主共同の利益を損なうものではなく、また、当社の取締役の地位の維持を目的と
するものではないこと
当社は次の理由から、基本方針に照らして不適切な者による支配を防止するための取り組みは、当

社株主の共同の利益を損なうものでなく、また、当社取締役の地位の維持を目的とするものではない
と考えております。
ａ．本プランは「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」に定
める三原則を完全に充足しており、かつ、「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」
の内容に沿っていること

ｂ．本プランは、株主総会において、当社株主の皆様のご承認をいただいており、また、その有効期
間は３年間とし、有効期間の満了前であっても当社株主総会で本プランを廃止する議案が承認さ
れた場合等には本プランが廃止されること

ｃ．本プランは、予め定められた合理的かつ詳細な客観的要件が充足されなければ発動されないよう
に設定されていること

ｄ．当社取締役会から独立した者で構成する独立委員会を設置し、発動事由の該当性等につき評価・
検討し、当社取締役会に勧告するものとされていること

ｅ．本プランは、当社株主総会で選任された取締役で構成された取締役会により廃止することができ
るものとされていること
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　 （ご参考）
　当社は、2021年5月14日開催の取締役会において、2021年6月24日開催予定の第101回定時株主総会
の終結の時をもって有効期間が満了する本プランについて、これを継続しないことを決議いたしました。
　なお、当社は、本プランの有効期間満了後も引き続き当社の株主共同の利益および企業価値の向上に取
り組むとともに、当社株式の大規模買付行為を行いまたは行おうとする者に対しては、株主の皆様が当該
買付行為の是非を適切に判断するために必要かつ十分な情報の提供を求め、あわせて当社取締役会の意見
等を開示し、株主の皆様の検討の時間および情報を確保することに努めるなど、金融商品取引法、会社法
その他関連法令の許容する範囲内において、適切な措置を講じてまいります。
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連結株主資本等変動計算書
（2020年４月１日から2021年３月31日まで）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計
当 期 首 残 高 21,492 19,720 39,996 △2,487 78,722
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △2,375 △2,375
親会社株主に帰属する当期純利益 7,118 7,118
自 己 株 式 の 取 得 △2,011 △2,011
自 己 株 式 の 処 分 0 2 2
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 － 0 4,743 △2,008 2,735
当 期 末 残 高 21,492 19,720 44,740 △4,496 81,457

その他の包括利益累計額
純資産合計そ の 他

有 価 証 券
評 価 差 額 金

土 地 再 評 価
差 額 金

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 11,584 16,995 28,579 107,302
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △2,375
親会社株主に帰属する当期純利益 7,118
自 己 株 式 の 取 得 △2,011
自 己 株 式 の 処 分 2
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 8,602 － 8,602 8,602
当 期 変 動 額 合 計 8,602 － 8,602 11,337
当 期 末 残 高 20,187 16,995 37,182 118,639
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連結注記表
【連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等】
１．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数…４社

連結子会社の名称…平和不動産プロパティマネジメント㈱（2021年３月１日付で平和サー
ビス㈱より商号変更）、ハウジングサービス㈱、
平和不動産アセットマネジメント㈱、㈱東京証券会館

（2）主要な非連結子会社の名称等
主要な非連結子会社
特記すべき主要な非連結子会社はありません。

（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見
合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及
ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用しない非連結子会社のうち主要な会社等の名称

特記すべき主要な非連結子会社はありません。

（2）持分法を適用しない理由
持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全
体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。
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３．会計方針に関する事項
（1）資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
・満期保有目的の債券…償却原価法（定額法）を採用しております。
・その他有価証券
ａ．時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は主として移動平均法により算
定）を採用しております。

ｂ．時価のないもの…主として移動平均法による原価法を採用しております。
② たな卸資産の評価基準及び評価方法

主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法により算定）を採用しております。

（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産…

（リース資産を除く）
定率法を採用しております。ただし、東京証券取引所ビルほか２棟のビル
及び1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定
額法を採用しております。なお、連結子会社については、主に定額法を採
用しております。
主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 ２～55年
機械装置及び運搬具 ２～23年
工具、器具及び備品 ２～20年

② 無形固定資産…
（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、
社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

③ リ ー ス 資 産…リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま
す。

（3）繰延資産の処理方法
社債発行費…社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。
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（4）引当金の計上基準
① 貸倒引当金
…営業未収入金・貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については
貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。

② 役員賞与引当金
…取締役に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しておりま
す。

③ 賞与引当金
…従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

④ 株式給付引当金
…株式給付規程に基づく取締役及び執行役員への当社株式の給付等に備えるため、当連結
会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

（5）重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法
…金利スワップについて、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用して
おります。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段…金利スワップ
ヘッジ対象…借入金の利息

③ ヘッジ方針
…借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。

④ ヘッジ有効性評価の方法
…金利スワップの特例処理の要件を満たしておりますので、決算日における有効性の評価
を省略しております。
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（6）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
① 退職給付に係る会計処理の方法
…退職給付に係る負債は、従業員及び年金受給者の退職給付に備えるため、当連結会計年
度末における退職給付債務から年金資産の公正な評価額を控除した額を計上しておりま
す。なお、中小企業退職金共済制度などを採用している連結子会社は、退職給付に係る
負債を計上しておりません。

② 消費税等の処理方法
…税抜方式によっており、控除対象外消費税等は、原則として、当連結会計年度の費用と
して処理しております。

【表示方法の変更に関する注記】
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）
　「会計上の見積りの開示に関する会計基準（企業会計基準第31号 2020年３月31日）」
を当連結会計年度から適用し、連結注記表に【会計上の見積りに関する注記】を記載してお
ります。
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【会計上の見積りに関する注記】
（固定資産の減損）
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

有形固定資産 238,737百万円
無形固定資産のうち借地権 26,618百万円
主にビルディング事業セグメントに属しております。
減損損失 ８百万円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
他の資産（グループ）から概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位（原

則、個別資産単位）で減損の兆候を把握しております。
営業活動から生ずる損益等のマイナスが継続、経営環境の著しい悪化、市場価格の著し
い下落等を減損の兆候としております。
減損の兆候があると認められた場合に、減損損失の認識の要否を判定します。判定の結
果、減損損失の認識が必要とされた場合、帳簿価額を回収可能価額（正味売却価額又は使
用価値のいずれか高い価額）まで減額し、帳簿価額の減少額は減損損失として計上されま
す。
当社グループは、市場価格として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価基準に基づ
く金額等（以下、「外部評価額等」という。）を採用しております。また、回収可能価額
は、外部評価額等や資産（グループ）の営業活動の実績及び計画に新型コロナウイルス感
染症の影響が一定期間後に回復する仮定を置いて見積っております。
札幌、東京、大阪で保有するホテル用途を含む資産（18,700百万円（4物件の帳簿価額
の合計、オフィス等他用途部分も含む。））は、新型コロナウイルス感染症の影響により稼
働が低水準になっております。そのため、減損の兆候があると判断し減損損失の認識の要
否について検討を行いましたが、外部評価額等が帳簿価額を上回っているため当連結会計
年度において減損損失は計上しておりません。
また、日本橋兜町・茅場町及び札幌エリアの不動産再開発事業のために保有する複数の

資産について一体での開発計画がある場合には、地権者との交渉状況等を踏まえて実現可
能性があると判断できる段階からグルーピングを行っております。
将来の新型コロナウイルス感染症の影響、及び、開発計画の実現可能性等の仮定につい
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ては不確実性を伴い、将来において減損損失の認識が必要になる等、当社グループの業績
に影響を与える可能性があります。

（販売用不動産の評価）
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　 販売用不動産 30,261百万円
　 仕掛販売用不動産 834百万円
　 ビルディング事業及びアセットマネジメント事業セグメントに属しております。
　 たな卸資産評価損（売上原価） 48百万円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
販売用不動産及び仕掛販売用不動産（以下、「販売用不動産等」という。）は、販売見込
額から、造成・建築工事原価の今後発生見込額及び販売経費等見込額を控除した正味売却
価額が帳簿価額を下回る場合に、差額をたな卸資産評価損として売上原価に計上します。
当社グループは、外部評価額等、或いは、当社グループで賃料及び期待利回り等を想定
し、将来の需要の悪化等の影響を考慮した上で販売見込額を見積っております。
当連結会計年度末に当社グループで賃料及び期待利回り等を想定し販売見込額を見積も
った資産の用途は住宅であり、将来の不動産市場における賃料相場及び期待利回りについ
ての大幅な変動を前提としておりません。
将来において不動産市場における需要の悪化等に伴い販売見込額が低下する等仮定が変
動した場合、たな卸資産評価損を計上する等、当社グループの業績に影響を与える可能性
があります。

【追加情報】
（取締役等に対する業績連動型株式報酬制度の導入）
当社は、2019年６月26日開催の第99回定時株主総会決議に基づき、当社の取締役（社外
取締役及び国内非居住者を除く。）及び執行役員（国内非居住者を除き、以下、総称して
「取締役等」という。）を対象とする業績連動型株式報酬制度「役員向け株式給付信託」（以
下、「本制度」という。）を導入しております。
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１．取引の概要
本制度は、取締役等の報酬として、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以

下、「本信託」という。）が当社株式を取得し、当社取締役会で定めた株式給付規程に基づ
き、各取締役等に付与するポイントに相当する数の当社株式及び当社株式の時価相当額の金
銭（以下、「当社株式等」という。）を、本信託を通じて、各取締役等に給付する株式報酬制
度です。なお、取締役等が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役等の退任後
となります。

２．信託に残存する自社の株式
本信託に残存する当社株式を、本信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）によ
り純資産の部に自己株式として計上しております。当連結会計年度末における当該自己株式
の帳簿価額は137百万円、株式数は59,300株であります。

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）
当社グループでは、新型コロナウイルス感染症による損益への影響は限定的であります
が、固定資産の減損会計及び繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りにおいては、連
結計算書類作成時に入手可能な情報に基づき、新型コロナウイルス感染症による影響が一定
程度継続することを前提としております。

（資産の保有目的の変更）
従来、固定資産として計上されていた「土地」、「建物及び構築物」及び「借地権」他
5,239百万円を、保有目的の変更により、当連結会計年度末に「販売用不動産」に振替えて
おります。
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【連結貸借対照表に関する注記】
１．有形固定資産の減価償却累計額 93,196百万円

２．保証債務
従業員の金融機関からの借入金に対して次のとおり保証を行っております。
平和不動産㈱職員向住宅融資利用者 157百万円

３．土地の再評価
「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価
に関する法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、事
業用の土地の再評価を行っており、当該評価差額に係る税金相当分を「再評価に係る繰延税
金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資
産の部に計上しております。
（再評価の方法）
「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４
号に定める地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を
算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に、合理的な調整を行
って算出しております。
（再評価を行った年月日）
2001年３月31日

（再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額）
当連結会計年度末において、再評価を行った土地の時価が再評価後の帳簿価額を上回って

いるため、差額を記載しておりません。

４．投資有価証券
投資有価証券には、以下の資産が含まれております。
平和不動産リート投資法人の投資口 21,628百万円

（139,179口）
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【連結株主資本等変動計算書に関する注記】
１．発行済株式の数

普通株式 38,859,996株

２．自己株式の数
普通株式 1,669,867株
（注）普通株式の自己株式の数には、役員向け株式給付信託の信託口が所有する当社の株式

（当連結会計年度末59,300株）が含まれております。

３．剰余金の配当
（1）配当金支払額
① 2020年６月24日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

普通株式の配当に関する事項
・配当金の総額 1,174百万円
・１株当たりの配当額 31円
・基準日 2020年３月31日
・効力発生日 2020年６月25日
配当金の総額には、役員向け株式給付信託の信託財産として、信託が保有する当社株式
に対する配当金１百万円が含まれております。

② 2020年10月30日の取締役会において、次のとおり決議しております。
普通株式の配当に関する事項
・配当金の総額 1,200百万円
・１株当たりの配当額 32円
・基準日 2020年９月30日
・効力発生日 2020年12月１日
配当金の総額には、役員向け株式給付信託の信託財産として、信託が保有する当社株式
に対する配当金１百万円が含まれております。
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（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
2021年６月24日の定時株主総会において、次の議案を付議いたします。
普通株式の配当に関する事項
・配当金の総額 1,676百万円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たりの配当額 45円
・基準日 2021年３月31日
・効力発生日 2021年６月25日
配当金の総額には、役員向け株式給付信託の信託財産として、信託が保有する当社株式
に対する配当金２百万円が含まれております。
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【金融商品に関する注記】
１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借
入等により資金を調達しております。
また、投資有価証券のうち、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っておりま
す。
借入金等の使途は、運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、一部長
期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施し
ております。

２．金融商品の時価等に関する事項
2021年３月31日（当期の決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差
額については、次のとおりであります。

（単位：百万円）
連結貸借対照表
計上額（※） 時価（※） 差額

① 現金及び預金 29,685 29,685 －
② 営業未収入金 1,633 1,633 －
③ 有価証券 16 16 0
④ 投資有価証券 39,913 39,913 0
⑤ 営業未払金 （1,818） (1,818） －
⑥ 社債 （30,107） （30,123） （16）
⑦ 短期借入金 （9,250） （9,250） －
⑧ 長期借入金 （172,370） （172,296） （△74）
⑨ 長期未払金 （4,000） （3,915） （△84）
⑩ デリバティブ取引 － － －
（※）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
① 現金及び預金、並びに② 営業未収入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
③ 有価証券、並びに④ 投資有価証券

これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関等から提示された
価格によっております。

⑤ 営業未払金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

⑥ 社債
これらの時価について、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値に
より算定しております。

⑦ 短期借入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

⑧ 長期借入金、並びに⑨ 長期未払金
固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっ
ております。変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映することから、時価は帳簿価額と近似していると考えられ
るため、当該帳簿価額によっております。なお、変動金利によるもののうち、金利スワップの特例処理の対象とされたも
のは、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積
られる利率で割り引いて算定する方法によっております。

⑩ デリバティブ取引
金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時
価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記⑧参照）。

（注２）非上場株式等（連結貸借対照表計上額3,352百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることな
どができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「④投資有価証券」には含めておりません。

（注３）営業出資（連結貸借対照表計上額1,684百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ
とから、時価開示の対象としておりません。

（注４）受入敷金保証金（連結貸借対照表計上額22,829百万円）は、市場価格がなく、かつ賃借人の入居から退去までの実質的
な預託期間を算定することは極めて困難であることから、合理的なキャッシュ・フローを見積ることが極めて困難と認め
られるため、時価開示の対象としておりません。
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【賃貸等不動産に関する注記】
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、賃貸オフィスビルや賃貸
商業施設等を所有しております。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項
連結貸借対照表計上額 264,488百万円
時価 376,897百万円
（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。
（注２）当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価基準に基づく金額、その他

の物件については「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額等（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）
であります。

【１株当たり情報に関する注記】
１株当たり純資産額 3,190円09銭

１株当たり当期純利益 189円76銭
（注）役員向け株式給付信託の信託口が所有する当社株式を、「１株当たり純資産額」の算定

上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております。（当連結会計年度末
59千株）また、「１株当たり当期純利益」の算定上、期中平均株式数の計算において
控除する自己株式に含めております。（当連結会計年度59千株）
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【重要な後発事象に関する注記】
（自己株式の取得）
　当社は、2021年４月30日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読
み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議いた
しました。

１．自己株式の取得を行う理由
　 株主還元の強化及び資本効率向上のため

２．取得に係る事項の内容
　(1)取得対象株式の種類 普通株式
　(2)取得し得る株式の総数 60万株（上限）
　 （発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合1.61％）
　(3)株式の取得価額の総額 2,000百万円（上限）
　(4)取得期間 2021年５月20日～2021年12月31日
　(5)取得方法 東京証券取引所における市場買付け

【その他の注記】
減損損失

場所 主な用途 種類 減損損失

千葉県我孫子市 駐車場他 土地 8百万円

当社グループは、上記の資産グループについて減損損失を計上しております。減損損失の
算定にあたっては、他の資産または資産グループのキャッシュ・フローから概ね独立したキ
ャッシュ・フローを生み出す最小の単位に拠って資産のグルーピングを行っております。
当連結会計年度において、時価が下落している賃貸不動産等の帳簿価額を回収可能価額ま
で減額し、当該減少額を減損損失（８百万円）として特別損失に計上しました。
なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、適切に市
場価格を反映していると考えられる指標等を用いて自社で算定しております。
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株主資本等変動計算書
（2020年４月１日から2021年３月31日まで）

（単位：百万円）
株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本

準備金
その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

固定資産
圧縮積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 21,492 19,720 ― 19,720 1,453 2,329 10,115 20,998 34,896 △2,487 73,622
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △2,375 △2,375 △2,375
固定資産圧縮積立金の取崩 △45 45 － －
当 期 純 利 益 7,034 7,034 7,034
自己株式の取得 △2,011 △2,011
自己株式の処分 0 0 2 2
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 － － 0 0 － △45 － 4,705 4,659 △2,008 2,650
当 期 末 残 高 21,492 19,720 0 19,720 1,453 2,283 10,115 25,703 39,555 △4,496 76,273

評価・換算差額等
純資産合計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
土 地 再 評 価
差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 11,368 16,995 28,364 101,986
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △2,375
固定資産圧縮積立金の取崩 －
当 期 純 利 益 7,034
自己株式の取得 △2,011
自己株式の処分 2
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 8,433 － 8,433 8,433
当 期 変 動 額 合 計 8,433 － 8,433 11,084
当 期 末 残 高 19,802 16,995 36,798 113,071
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個別注記表
【重要な会計方針に係る事項に関する注記】
１．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法
① 満期保有目的の債券…償却原価法（定額法）を採用しております。
② 関係会社株式（子会社株式及び関連会社株式）…移動平均法による原価法を採用しており

ます。
③ その他有価証券
ａ．時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は主として移動平均法により算定）を採用
しております。

ｂ．時価のないもの…移動平均法による原価法を採用しております。

（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法
個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定）を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産…定率法を採用しております。ただし、東京証券取引所ビルほか２棟のビル

及び1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定
額法を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ２～55年
機械及び装置、車両運搬具 ２～23年
工具、器具及び備品 ２～20年

② 無形固定資産…定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、
社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。
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３．繰延資産の処理方法
社債発行費…社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。

４．引当金の計上基準
① 貸倒引当金
…営業未収入金・貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については
貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。

② 役員賞与引当金
…取締役に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しておりま
す。

③ 賞与引当金
…従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

④ 株式給付引当金
…株式給付規程に基づく取締役及び執行役員への当社株式の給付等に備えるため、当事業
年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

⑤ 退職給付引当金
…従業員及び年金受給者の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務か
ら年金資産の公正な評価額を控除した額を計上しております。
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５．ヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法
…金利スワップについて、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用して
おります。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段…金利スワップ
ヘッジ対象…借入金の利息

③ ヘッジ方針
…借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。

④ ヘッジ有効性評価の方法
…金利スワップの特例処理の要件を満たしておりますので、決算日における有効性の評価
を省略しております。

６．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の処理方法
…税抜方式によっており、控除対象外消費税等は、原則として、当事業年度の費用として
処理しております。

【表示方法の変更に関する注記】
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）
　「会計上の見積りの開示に関する会計基準（企業会計基準第31号 2020年３月31日）」
を当事業年度から適用し、個別注記表に【会計上の見積りに関する注記】を記載しておりま
す。
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【会計上の見積りに関する注記】
　（固定資産の減損）
　（1）当事業年度の計算書類に計上した金額
　 有形固定資産 228,705百万円
　 無形固定資産のうち借地権 26,618百万円
　 主にビルディング事業セグメントに属しております。
　 減損損失 ８百万円

　（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
（1）の金額の算出方法は、連結計算書類における「【会計上の見積りに関する注記】（固
定資産の減損）（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報」の
内容と同一であります。

　（販売用不動産の評価）
　（1）当事業年度の計算書類に計上した金額
　 販売用不動産 30,261百万円
　 仕掛販売用不動産 834百万円
　 ビルディング事業及びアセットマネジメント事業に属しております。
　 たな卸資産評価損（売上原価） 48百万円

　（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
（1）の金額の算出方法は、連結計算書類における「【会計上の見積りに関する注記】（販
売用不動産の評価）（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報」
の内容と同一であります。
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【追加情報】
（取締役等に対する業績連動型株式報酬制度の導入）

当社は、2019年６月26日開催の第99回定時株主総会決議に基づき、当社の取締役（社外
取締役及び国内非居住者を除く。）及び執行役員（国内非居住者を除く。）を対象とする業績
連動型株式報酬制度「役員向け株式給付信託」を導入しております。
詳細については、連結計算書類における【追加情報】に記載のとおりであります。

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）
当社では、新型コロナウイルス感染症による損益への影響は限定的でありますが、固定資
産の減損会計及び繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りにおいては、計算書類作成
時に入手可能な情報に基づき、新型コロナウイルス感染症による影響が一定程度継続するこ
とを前提としております。

（資産の保有目的の変更）
従来、固定資産として計上されていた「土地」、「建物」及び「借地権」他5,239百万円
を、保有目的の変更により、当事業年度末に「販売用不動産」に振替えております。
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【貸借対照表に関する注記】
１．有形固定資産の減価償却累計額 86,714百万円

２．保証債務
従業員の金融機関からの借入金に対して次のとおり保証を行っております。
平和不動産㈱職員向住宅融資利用者 157百万円

３．関係会社に対する金銭債権又は金銭債務
金銭債権 2,833百万円
金銭債務 2,791百万円

４．土地の再評価
「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価
に関する法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、事
業用の土地の再評価を行っており、当該評価差額に係る税金相当分を「再評価に係る繰延税
金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資
産の部に計上しております。
（再評価の方法）
「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４
号に定める地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を
算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に、合理的な調整を行
って算出しております。
（再評価を行った年月日）
2001年３月31日

（再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額）
当事業年度末において、再評価を行った土地の時価が再評価後の帳簿価額を上回っている
ため、差額を記載しておりません。
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５．投資有価証券
投資有価証券には、以下の資産が含まれております。
平和不動産リート投資法人の投資口 21,110百万円

（135,845口）

【損益計算書に関する注記】
関係会社との取引高
営業取引 1,588百万円
営業取引以外の取引 757百万円

【株主資本等変動計算書に関する注記】
自己株式の数
普通株式 1,669,867株
（注）普通株式の自己株式の数には、役員向け株式給付信託の信託口が所有する当社の株式

（当事業年度末59,300株）が含まれております。
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【税効果会計に関する注記】
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産

賞与引当金 43百万円
未払事業税 49百万円
棚卸資産償却等 198百万円
未収入金 60百万円
建替関連損失 531百万円
減損損失 343百万円
退職給付引当金 2百万円
資産除去債務 196百万円
その他 195百万円

繰延税金資産小計 1,622百万円
評価性引当額 △1,027百万円

繰延税金資産合計 594百万円
繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △1,007百万円
その他有価証券評価差額金 △8,739百万円
固定資産評価差額 △223百万円
資産除去債務に対応する除去費用 △113百万円

繰延税金負債合計 △10,084百万円
繰延税金資産（負債）の純額 △9,489百万円
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【関連当事者との取引に関する注記】
該当する重要な取引はありません。

【１株当たり情報に関する注記】
１株当たり純資産額 3,040円36銭

１株当たり当期純利益 187円51銭
（注）役員向け株式給付信託の信託口が所有する当社株式を、「１株当たり純資産額」の算

定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております。（当事業年度末
59千株）また、「１株当たり当期純利益」の算定上、期中平均株式数の計算におい
て控除する自己株式に含めております。（当事業年度59千株）

【重要な後発事象に関する注記】
（自己株式の取得）
　当社は、2021年４月30日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読
み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議いた
しました。
　詳細については、連結計算書類における【重要な後発事象に関する注記】に記載のとおりで
あります。

【連結配当規制適用会社に関する注記】
　当社は、当事業年度の末日が最終事業年度の末日となる時後、連結配当規制適用会社となり
ます。
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【その他の注記】
減損損失

場所 主な用途 種類 減損損失

千葉県我孫子市 駐車場他 土地 8百万円

当社は、上記の資産グループについて減損損失を計上しております。減損損失の算定にあ
たっては、他の資産または資産グループのキャッシュ・フローから概ね独立したキャッシ
ュ・フローを生み出す最小の単位に拠って資産のグルーピングを行っております。
当事業年度において、時価が下落している賃貸不動産等の帳簿価額を回収可能価額まで減
額し、当該減少額を減損損失（８百万円）として特別損失に計上しました。
なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、適切に市
場価格を反映していると考えられる指標等を用いて自社で算定しております。
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